
                   業務請負契約書 （案）                 

                                                                                  

    １ 業 務 名    白滝の沢治山工事実施測量及び設計業務 

                                                                                  

    ２ 履 行 期 間   令和  年  月  日から  （契約締結日の翌日）       

               令和８年２月４日まで                              

                                                                                  

    ３ 請負代金額   金             円                             

      （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  金         円）           

                                                                                  

    ４ 契約保証金額   請負代金額の10分の１以上                            

                                                                                  

    ５ 調 停 人                                                                

                                                                                  

    ６ 選 択 条 項  別冊約款中選択される条項は次のとおりであるが、そのうち適用 

              されるものは（○印）、削除されるものは（×印）である。        

    

適用 

    区分 

削除 

 

   選  択  事  項 

 

 

  選 択 条 項 

 

 契約保証金の納付  第４条第１項第１号 

 

 

 

契約保証金の納付に代わる担保となる 

 

有価証券等の提供 

 

 第４条第１項第２号 

 

 

 

 

銀行、発注者が確実と認める金融機関 

 

又は保証事業会社の保証 

 

 第４条第１項第３号 

 

 公共工事履行保証証券による保証  第４条第１項第４号 

 履行保証保険契約の締結  第４条第１項第５号 

 前金払  第35条～第37条 

   × 部分引渡し  第38条 

 調停人の選任   第57条 

                                                                                                                                

     

７ 特 約 条 項                                                                

                                                                                  

 上記の業務について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、 

本契約書及び北海道森林管理局ホームページ上に掲載している国有林野事業業務請負契 

約約款（本業務の公告日現在）によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実に 

これを履行するものとする。         

  また、受注者が設計共同体を結成している場合には、受注者は、別紙 設計共同体協 

定書により契約書記載の業務を共同連帯して実施する。                             

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を 

保有する。                                                                     



                                                                               

                                                                               

                            年  月  日         

                                                                               

                                                                               

   発注者 （住所）  北海道常呂郡置戸町字置戸町398-99                                                      

            分任支出負担行為担当官                   

       （氏名） 網走中部森林管理署長 澤田 浩也 ㊞             

                                                                               

                                                                               

                                                                               

   受注者 （住所）                                                         

                                                                               

       （氏名）                  ㊞             

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

  

 

 

 

 

 



特 記 仕 様 書 

 

 

１．電子納品 

(１)本業務は、電子納品対象業務とする。ただし、受注者がやむを得ない理由により紙による提出を希

望する場合は、受発注者間で協議のうえ、決定する。 

電子納品とは、調査・測量・設計業務等の最終成果を電子成果品で納品することをいう。ここでい

う電子成果品とは、林野庁「森林整備保全事業電子納品ガイドライン令和４年１月」（以下、「ガイド

ライン」という。）に基づき作成されたものを指す。 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/sekou/gijutu/ICT_seko.html 
(２)電子成果品は、電子媒体で正副２部及び電子媒体納品書を提出すること。 

(３)「ガイドライン」で特に記載が無い項目については、監督職員と協議のうえ、決定すること。 

(４)電子成果品については最新の国土交通省「電子納品チェックシステム」及び市販のチェックシステ

ム（ガイドラインに準拠したもの）によるチェックを行い、エラーが無いことを確認した後、ウイル

スチェックを行い、ウイルスが検出されていないことを確認したうえで提出すること。 

  国土交通省の要領とガイドラインに差異がある箇所については、システムによるチェックを行わ

ずガイドラインに基づき目視等でチェックを行い、ウイルス対策を実施したうえで提出すること。 

(５)上記以外の内容については、監督職員と協議を行い決定すること。 

 

 

２．ウィークリースタンス 

(１)本業務は、ウィークリースタンスの対象である。 

実施にあたっては、「ウィークリースタンス実施要領」に基づき、発注者と受注者が相互に協力し、

業務環境の改善等に取り組むものとする。 

(２)ウィークリースタンス実施要領の掲載箇所（北海道森林管理局 HP） 

https://www.rinya.maff.go.jp/hokkaido/apply/publicsale/keiyaku/job/contract/keiyakuyakukan.html 

 

 

３．三者会議の開催 

(１)本業務は、業務の完了後において、工事の品質確保及び円滑な事業執行を目的として、発注者、受 

注者及び当該工事の施工者の三者で構成し、工事目的、設計思想・条件等の情報共有及び施工上の課 

題、新たな技術提案に対する意見交換等を行う三者会議の設置対象業務となることがある。 

(２)受注者は、発注者から三者会議への出席要請があった場合は、協力するものとする。 

(３)三者会議の資料作成及び出席に要する費用については、別途、当該工事の施工者から支払いを受け 

るものとする。 



費目・工種・種別・細別・規格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁1

業務費内訳書

網走中部森林管理署

白滝の沢治山工事実施測量及び設計業務

式
直接測量費(安全費・電子成果品費･成果検定費除く)

1

km
渓間工測量 踏査選点
外業 渓流延長0.5km以上1.5km未満

1号代価表
4頁0 600

km
渓間工測量 中心線測量 合計
渓流延長0.5km以上1.5km未満

2号代価表
5頁0 600

km
渓間工測量 縦断測量 合計
渓流延長0.5km以上1.5km未満

3号代価表
7頁0 600

横断
渓間工測量 構造物計画位置横断測量 合計
縮尺1/100~200 横断延長30m以下

4号代価表
9頁2

件
渓間工測量 平面図作成A
内業 縮尺1/1000 延長500m~1000m未満

5号代価表
11頁1

式
旅費交通費（測量業務） 6号代価表

12頁1

式
電子成果品作成費

1

式
直接測量費

1

式
間接測量費

1

式
諸経費

1

式
測量業務価格

1

式
直接原価(電子成果品作成費・業務成果品費除く)

1

基
治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計 設計計画
治山ﾀﾞﾑ工のみ 複数基補正係数0.8

7号代価表
13頁2



費目・工種・種別・細別・規格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁2

業務費内訳書

網走中部森林管理署

白滝の沢治山工事実施測量及び設計業務

件
治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計 現地踏査 8号代価表

14頁1

基
治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計 基本事項検討

治山ﾀﾞﾑ工のみ 複数基補正係数0.8

9号代価表
15頁2

基
治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計 施設設計
治山ﾀﾞﾑ工のみ 複数基補正係数0.8

10号代価表
16頁2

基
治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計 数量計算
治山ﾀﾞﾑ工のみ 複数基補正係数0.8

11号代価表
17頁2

基
治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計 照査
治山ﾀﾞﾑ工のみ 複数基補正係数0.8

12号代価表
18頁2

件
治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計 設計説明書作成 13号代価表

19頁1

業務
打合せ等
業務着手時

14号代価表
20頁1

業務
打合せ等
中間打合せ 中間打合せ2回

15号代価表
21頁1

業務
打合せ等
成果物納入時

16号代価表
22頁1

式
旅費交通費（設計業務） 17号代価表

23頁1

式
電子成果品作成費

1

式
直接原価(その他原価除く)

1

式
その他原価

1

式
一般管理費等

1



費目・工種・種別・細別・規格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁3

業務費内訳書

網走中部森林管理署

白滝の沢治山工事実施測量及び設計業務

式
実施設計業務価格

1

式
業務価格

1

式
消費税相当額

1

式
業務委託料

1



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁4

代価表

網走中部森林管理署

渓間工測量 踏査選点
外業 渓流延長0.5km以上1.5km未満 1号代価表 1 km当り

人測量技師(屋外補正対象)
[1][2]0 400

人測量技師補(屋外補正対象)
[1][2]0 400

人測量補助員(屋外補正対象)
[1][2]0 800

％材料費
[1] 諸雑費 5

％器具損料
[2] 諸雑費 1 500

計

1 km 当り

補正係数の入力方法 : 条件より選択

徒歩時間による補正 : 30分以下 ； 補正係数

渓流延長による補正 : 0.5km以上1.5km未満 ； 補正値

渓床勾配による難易度点数 : 17%未満(易) ； 点数

石礫(渓床構成)による難易度点数 : 石礫径小さく歩き良い(易) ； 点数

屈曲度合(平均測点距離)による難易度点数 : 25~50m未満(易) ； 点数

刈払必要度､見通し良否による難易度点数 : ほとんど刈払を必要としない(易) ； 点数

渓床の平均幅による難易度点数 : 1.5~3.0m未満(中) ； 点数

両岸の斜面勾配(危険度)による難易度点数 : 30ﾟ未満(易) ； 点数

流水量(水深)による難易度点数 : 長靴で歩ける流量(中) ； 点数



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁5

代価表

網走中部森林管理署

渓間工測量 中心線測量 合計
渓流延長0.5km以上1.5km未満 2号代価表 1 km当り

人測量技師(屋外補正対象)
0 960

人測量技師補(屋外補正対象)
1 120

人測量助手(屋外補正対象)
2 240

人測量補助員(屋外補正対象)
6 720

人測量技師
0 700

人測量技師補
0 800

％材料費 対象:直接人件費
5

％機械器具損料 対象:直接人件費
1 500

％精度管理費 対象:人件費等+機械器具損料
10

計

1 km 当り

1km当り中心線測量 : 中心線測量:合計 ； 外業:直接人件費:測量技師(人),測量技師補(人),測量助手(人),測量補助員(人),測量技師(人),測量技師補(人),測量助手(
人),測量補助員(人)



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁6

代価表

網走中部森林管理署

渓間工測量 中心線測量 合計
渓流延長0.5km以上1.5km未満 2号代価表 1 km当り

補正係数の入力方法 : 条件より選択

徒歩時間による補正 : 30分以下 ； 補正係数

渓流延長による補正 : 0.5km以上1.5km未満 ； 補正値

渓床勾配による難易度点数 : 17%未満(易) ； 点数

石礫(渓床構成)による難易度点数 : 石礫径小さく歩き良い(易) ； 点数

屈曲度合(平均測点距離)による難易度点数 : 25~50m未満(易) ； 点数

刈払必要度､見通し良否による難易度点数 : ほとんど刈払を必要としない(易) ； 点数

渓床の平均幅による難易度点数 : 1.5~3.0m未満(中) ； 点数

両岸の斜面勾配(危険度)による難易度点数 : 30ﾟ未満(易) ； 点数

流水量(水深)による難易度点数 : 長靴で歩ける流量(中) ； 点数



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁7

代価表

網走中部森林管理署

渓間工測量 縦断測量 合計
渓流延長0.5km以上1.5km未満 3号代価表 1 km当り

人測量技師補(屋外補正対象)
1 040

人測量助手(屋外補正対象)
2 080

人測量補助員(屋外補正対象)
2 080

人測量技師
0 400

人測量技師補
0 600

人測量助手
1 200

％材料費 対象:直接人件費
5

％機械器具損料 対象:直接人件費
1 500

％精度管理費 対象:人件費等+機械器具損料
10

計

1 km 当り

1km当り縦断測量 : 縦断測量:合計 ； 外業:直接人件費:測量技師(人),測量技師補(人),測量助手(人),測量補助員(人),測量技師(人),測量技師補(人),測量助手(人),測
量補助員(人)



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁8

代価表

網走中部森林管理署

渓間工測量 縦断測量 合計
渓流延長0.5km以上1.5km未満 3号代価表 1 km当り

補正係数の入力方法 : 条件より選択

徒歩時間による補正 : 30分以下 ； 補正係数

渓流延長による補正 : 0.5km以上1.5km未満 ； 補正値

渓床勾配による難易度点数 : 17%未満(易) ； 点数

石礫(渓床構成)による難易度点数 : 石礫径小さく歩き良い(易) ； 点数

屈曲度合(平均測点距離)による難易度点数 : 25~50m未満(易) ； 点数

刈払必要度､見通し良否による難易度点数 : ほとんど刈払を必要としない(易) ； 点数

渓床の平均幅による難易度点数 : 1.5~3.0m未満(中) ； 点数

両岸の斜面勾配(危険度)による難易度点数 : 30ﾟ未満(易) ； 点数

流水量(水深)による難易度点数 : 長靴で歩ける流量(中) ； 点数



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁9

代価表

網走中部森林管理署

渓間工測量 構造物計画位置横断測量 合計
縮尺1/100~200 横断延長30m以下 4号代価表 1 横断当り

人測量技師(屋外補正対象)
0 180

人測量技師補(屋外補正対象)
0 180

人測量助手(屋外補正対象)
0 180

人測量補助員(屋外補正対象)
0 530

人測量技師
0 050

人測量技師補
0 190

人測量助手
0 190

％材料費 対象:直接人件費
5

％機械器具損料 対象:直接人件費
1 500

％精度管理費 対象:人件費等+機械器具損料
10

計

1 横断 当り



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁10

代価表

網走中部森林管理署

渓間工測量 構造物計画位置横断測量 合計
縮尺1/100~200 横断延長30m以下 4号代価表 1 横断当り

1横断当り構造物計画位置横断測量 : 構造物計画位置横断測量:合計 ； 外業:直接人件費:測量技師(人),測量技師補(人),測量助手(人),測量補助員(人),測量技師(人)
,測量技師補(人),測量助手(人),測量補助員(人)

補正係数の入力方法 : 条件より選択

徒歩時間による補正 : 30分以下 ； 補正係数

横断測線延長による補正 : 30m以下 ； 補正値

刈払必要度による難易度点数 : ほとんど刈払を必要としない(易) ； 点数

両岸の斜面勾配(危険度)による難易度点数 : 30ﾟ未満(易) ； 点数

流水量(水深)による難易度点数 : 長靴で歩ける流量(中) ； 点数

構造物形式による難易度点数 : 本堤のみ簡易なもの(易) ； 点数

構造物延長による難易度点数 : 30m未満(易) ； 点数



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁11

代価表

網走中部森林管理署

渓間工測量 平面図作成A
内業 縮尺1/1000 延長500m~1000m未満 5号代価表 1 件当り

人測量技師
[1]0 200

人測量技師補
[1]0 400

％材料費
[1] 諸雑費 1 500

計

1 件 当り

平面図作成 : 平面図作成A:1/1000 ； 平面図作成(1件当り):測量技師(人),測量技師補(人),測量助手(人),測量補助員(人)

補正係数の入力方法 : 条件より選択

渓流延長による補正 : 500m~1000m未満 ； 補正値

等高線間隔による補正 : 5m ； 補正値



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁12

代価表

網走中部森林管理署

旅費交通費（測量業務）
6号代価表 1 式当り

式現地調査旅費交通費（測量業務）
別添「明細書」参照 1

式現地調査基準日額（測量業務）
別添「明細書」参照 1

計

1 式 当り



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁13

代価表

網走中部森林管理署

治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計 設計計画
治山ﾀﾞﾑ工のみ 複数基補正係数0.8 7号代価表 1 基当り

人主任技師
0 160

人技師(A)
0 480

人技師(B)
0 640

計

1 基 当り

治山ﾀﾞﾑ実施設計 : 設計計画 ； 治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計(1基又は1件当り):主任技師(内業)(人),技師A(内業)(人),技師B(内業)(人),技師C(内業)(人),技術員
(内業)(人),主任技師(外業)(人),技師A(外業)(人),技師B(外業)(人),技師C(

補正係数の入力方法 : 条件より選択

ﾀﾞﾑ補正 : 治山ﾀﾞﾑ工のみ

基数が複数の場合の補正係数(補正無し=1) : Kb=0.8



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁14

代価表

網走中部森林管理署

治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計 現地踏査
8号代価表 1 件当り

人主任技師(屋外補正対象)
0 400

人技師(A)(屋外補正対象)
0 800

人技師(B)(屋外補正対象)
1 200

人技師(C)(屋外補正対象)
0 800

計

1 件 当り

治山ﾀﾞﾑ実施設計 : 現地踏査 ； 治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計(1基又は1件当り):主任技師(内業)(人),技師A(内業)(人),技師B(内業)(人),技師C(内業)(人),技術員
(内業)(人),主任技師(外業)(人),技師A(外業)(人),技師B(外業)(人),技師C(



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁15

代価表

網走中部森林管理署

治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計 基本事項検討
治山ﾀﾞﾑ工のみ 複数基補正係数0.8 9号代価表 1 基当り

人主任技師
0 160

人技師(A)
0 560

人技師(B)
0 800

人技師(C)
0 320

人技術員
0 240

計

1 基 当り

治山ﾀﾞﾑ実施設計 : 基本事項検討 ； 治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計(1基又は1件当り):主任技師(内業)(人),技師A(内業)(人),技師B(内業)(人),技師C(内業)(人),技
術員(内業)(人),主任技師(外業)(人),技師A(外業)(人),技師B(外業)(人),技

補正係数の入力方法 : 条件より選択

ﾀﾞﾑ補正 : 治山ﾀﾞﾑ工のみ

基数が複数の場合の補正係数(補正無し=1) : Kb=0.8



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁16

代価表

網走中部森林管理署

治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計 施設設計
治山ﾀﾞﾑ工のみ 複数基補正係数0.8 10号代価表 1 基当り

人技師(A)
0 720

人技師(B)
1 040

人技師(C)
1 840

人技術員
2

計

1 基 当り

治山ﾀﾞﾑ実施設計 : 施設設計 ； 治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計(1基又は1件当り):主任技師(内業)(人),技師A(内業)(人),技師B(内業)(人),技師C(内業)(人),技術員
(内業)(人),主任技師(外業)(人),技師A(外業)(人),技師B(外業)(人),技師C(

補正係数の入力方法 : 条件より選択

ﾀﾞﾑ補正 : 治山ﾀﾞﾑ工のみ

基数が複数の場合の補正係数(補正無し=1) : Kb=0.8



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁17

代価表

網走中部森林管理署

治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計 数量計算
治山ﾀﾞﾑ工のみ 複数基補正係数0.8 11号代価表 1 基当り

人技師(B)
0 400

人技師(C)
0 960

人技術員
1 120

計

1 基 当り

治山ﾀﾞﾑ実施設計 : 数量計算 ； 治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計(1基又は1件当り):主任技師(内業)(人),技師A(内業)(人),技師B(内業)(人),技師C(内業)(人),技術員
(内業)(人),主任技師(外業)(人),技師A(外業)(人),技師B(外業)(人),技師C(

補正係数の入力方法 : 条件より選択

ﾀﾞﾑ補正 : 治山ﾀﾞﾑ工のみ

基数が複数の場合の補正係数(補正無し=1) : Kb=0.8



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁18

代価表

網走中部森林管理署

治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計 照査
治山ﾀﾞﾑ工のみ 複数基補正係数0.8 12号代価表 1 基当り

人主任技師
0 320

人技師(A)
0 400

人技師(B)
0 320

人技師(C)
0 240

計

1 基 当り

治山ﾀﾞﾑ実施設計 : 照査 ； 治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計(1基又は1件当り):主任技師(内業)(人),技師A(内業)(人),技師B(内業)(人),技師C(内業)(人),技術員(内
業)(人),主任技師(外業)(人),技師A(外業)(人),技師B(外業)(人),技師C(外業

補正係数の入力方法 : 条件より選択

ﾀﾞﾑ補正 : 治山ﾀﾞﾑ工のみ

基数が複数の場合の補正係数(補正無し=1) : Kb=0.8



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁19

代価表

網走中部森林管理署

治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計 設計説明書作成
13号代価表 1 件当り

人主任技師
0 300

人技師(A)
0 700

人技師(B)
1 300

人技師(C)
1 500

人技術員
1 500

計

1 件 当り

治山ﾀﾞﾑ実施設計 : 設計説明書作成 ； 治山ﾀﾞﾑ(透水型･遮水型)実施設計(1基又は1件当り):主任技師(内業)(人),技師A(内業)(人),技師B(内業)(人),技師C(内業)(人),
技術員(内業)(人),主任技師(外業)(人),技師A(外業)(人),技師B(外業)(人),



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁20

代価表

網走中部森林管理署

打合せ等
業務着手時 14号代価表 1 業務当り

人主任技師
0 500

人技師(A)
0 500

人技師(B)
0 500

計

1 業務 当り

打合せ等 : 業務着手時



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁21

代価表

網走中部森林管理署

打合せ等
中間打合せ 中間打合せ2回 15号代価表 1 業務当り

人主任技師
1

人技師(A)
1

人技師(B)
1

計

1 業務 当り

打合せ等 : 中間打合せ

1業務当りの中間打合せ回数 : K=2回



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁22

代価表

網走中部森林管理署

打合せ等
成果物納入時 16号代価表 1 業務当り

人主任技師
0 500

人技師(A)
0 500

人技師(B)
0 500

計

1 業務 当り

打合せ等 : 成果物納入時



名　称　・　規　格 単位 数　量 単　　価 金　　額 摘　　　要 備　　　考

頁23

代価表

網走中部森林管理署

旅費交通費（設計業務）
17号代価表 1 式当り

式現地調査旅費交通費（設計業務）
別添「明細書」参照 1

式打合せ旅費交通費（設計業務）
別添「明細書」参照 1

式現地調査基準日額（設計業務）
別添「明細書」参照 1

式打合せ基準日額（設計業務）
別添「明細書」参照 1

計

1 式 当り



調査地の甲乙区分

滞在地及び調査地
（滞在の場合は調査地最寄りの市町村役場等及び調査地）

（通勤の場合は調査地）

【通勤、滞在区分判定用】
片道一般道路移動距離

（積算上の基地～調査地）
※複数箇所の場合、移動距離は平均値とする。

98.8 ｋｍ

【通勤、滞在区分判定用】
片道高速道路等移動距離
（積算上の基地～調査地）

※複数箇所の場合、移動距離は平均値とする。

ｋｍ

片道一般道路移動距離
（積算上の基地～滞在地又は調査地）

※複数箇所を同一業務かつ通勤の場合の移動距離は平均値とする。
68.5 ｋｍ 2.3 ｈ(30㎞/h)

片道高速道路等移動距離
（積算上の基地～滞在地又は調査地）

※複数箇所を同一業務かつ通勤の場合の移動距離は平均値とする。
ｋｍ ｈ(80㎞/h)

片道高速道路等料金
（積算上の基地～滞在地又は調査地）

※高速道路利用料の合計額（片道）を記入する。
(消費税込) (消費税抜)

高速道路等利用区間
※複数路線ある場合は、各区間を記入する。

2 ｈ

ｈ

0.5 日

通勤，滞在区分

昼　　食

片道日当

旅費交通費諸元表

片道移動時間

往復移動時間

乙

現地作業に伴う旅費交通費（移動手段はライトバン）
※公共交通機関を使用する場合は、別途計算する。

滞在地：留辺蘂支所　調査地：37林班

積算上の基地
（「調査・測量・設計及び計画業務旅費交通費積算要領」にかかる細部取扱
いについて）に示す調査地に最も近い総合振興局・振興局を標準とする。

積算上の基地（総合振興局・振興局）

オホーツク総合振興局

往復移動日数（基準日額計上日数）

滞在して業務を行う

計上しない（移動日数が0.5日未満で昼食を要しない）

要しない



※打合せ箇所が２箇所となる場合は、２箇所目も記入する。

打合せ場所の甲乙区分

移動手段
（ライトバン）

通勤、滞在区分判定用
【ライトバンの場合】
片道一般道路移動距離

（積算上の基地～打合せ場所）

77.6 ｋｍ

通勤、滞在区分判定用
【ライトバンの場合】
片道高速道路等移動距離

（積算上の基地～打合せ場所）

ｋｍ

【ライトバンの場合】
片道一般道路移動距離

（積算上の基地～滞在地又は打合せ場所）
77 ｋｍ 2.6 ｈ(30㎞/h)

【ライトバンの場合】
片道高速道路等移動距離

（積算上の基地～滞在地又は打合せ場所）
ｋｍ ｈ(80㎞/h)

【ライトバンの場合】
片道高速道路等料金

（積算上の基地～滞在地又は打合せ場所）
※高速道路利用料の合計額（片道）を記入する。

(消費税込) (消費税抜)

高速道路利用区間
※複数路線ある場合は、各区間を記入する。

3 ｈ

ｈ

1 日

通勤，滞在区分

昼　　食

片道日当

乙

積算上の基地
（「調査・測量・設計及び計画業務旅費交通費積算要領」にかかる細部取扱
いについて）に示す現地に最も近い総合振興局・振興局を標準とする。

１箇所目

片道1/2日当を計上する

往復移動日数（基準日額計上日数）

ライトバン

滞在して業務を行う

要する

滞在地及び打合せ場所
（滞在の場合は、打合せ場所最寄りの市町村役場等及び打合せ場所）

（通勤の場合は、打合せ場所）

片道移動時間

打合せ場所又は滞在地（1箇所目）

滞在地：置戸町役場
打合せ場所：網走中部森林管理署

積算上の基地（総合振興局・振興局）

オホーツク総合振興局

打合せに伴う旅費交通費（移動手段はライトバン）※公共交通機関を使用する場合は、別途計算する。

往復移動時間



旅単1-1
1

（構　　造）
積算上の基地：オホーツク総合振興局（0）～現地：滞在地：留辺蘂支所　調査地：37林班
片道移動距離：68.5㎞（一般道路：68.5㎞，高速道路：0㎞）
片道移動時間：68.5㎞/30㎞/h＋0㎞/80㎞/h≒2h
滞在して業務を行う

種　　　　　　　別 形　状　寸　法 数　　　量　　　単　位　　　単　　　価 金　　額 単価表番号

ライトバン時間損料 1,500CC 2.00 時間 建設機械損料算定表

ガソリン 5.40 ㍑ 2.7㍑×2h

計

ライトバン運転経費（外業用） 日当たり

備　　　　　　　　　　考

単　　　価　　　表



旅単1-3
1

（構　　造）
 積算上の基地：オホーツク総合振興局（0）～現地：滞在地：置戸町役場　　　　　　　　　　　　　　　　打合せ場所：網走中部森林管理署

片道移動距離：77㎞（一般道路：77㎞，高速道路：0㎞）
往復移動時間：(77㎞/30㎞/h＋0㎞/80㎞/h)×2≒6h
滞在して業務を行う

種　　　　　　　別 形　状　寸　法 数　　　量　　　単　位　　　単　　　価 金　　額 単価表番号

ライトバン時間損料 1,500CC 6.00 時間 建設機械損料算定表

ガソリン 16.20 ㍑ 2.7㍑×6h

計

備　　　　　　　　　　考

ライトバン運転経費（打合せ用） 日当たり単　　　価　　　表



設計業務
旅明（設計）1-1
旅費交通費
（構　　造）
現地調査
主任技術者=0日 技師（Ａ）=1日 技術員=0日
技師長=0日 技師（Ｂ）=2日
主任技師=1日 技師（Ｃ）=1日
滞在して業務を行う 計上しない（移動日数が0.5日未満で昼食を要しない）

明細書及び
種　　　　　　　別 数　　　　量 単位 単価表番号

ライトバン運転経費（外業用） 2.00 日 旅単1-1

高速道路利用料 日 旅単1-2
1/2日当

主任技術者 人
1/2日当
技師長 人
1/2日当
主任技師 人
1/2日当

技師（Ａ） 人
1/2日当

技師（Ｂ） 人
1/2日当

技師（Ｃ） 人
1/2日当
技術員 人
宿泊費

主任技術者 人
宿泊費
技師長 人
宿泊費

主任技師 1.00 人
宿泊費

技師（Ａ） 1.00 人
宿泊費

技師（Ｂ） 1.00 人
宿泊費

技師（Ｃ） 1.00 人
宿泊費
技術員 人

滞在費(30日未満)
主任技術者 人

備　　　　　　　　　　考

明　　　細　　　書



設計業務
旅明（設計）1-2
旅費交通費
（構　　造）
現地調査
主任技術者=0日 技師（Ａ）=1日 技術員=0日
技師長=0日 技師（Ｂ）=2日
主任技師=1日 技師（Ｃ）=1日
滞在して業務を行う 計上しない（移動日数が0.5日未満で昼食を要しない）

明細書及び
種　　　　　　　別 数　　　　量 単位 単価表番号
滞在費(30日未満)

技師長 人
滞在費(30日未満)

主任技師 人
滞在費(30日未満)

技師（Ａ） 人
滞在費(30日未満)

技師（Ｂ） 1.00 人
滞在費(30日未満)

技師（Ｃ） 人
滞在費(30日未満)

技術員 人
滞在費(30日以上60日未満)

主任技術者 人
滞在費(30日以上60日未満)

技師長 人
滞在費(30日以上60日未満)

主任技師 人
滞在費(30日以上60日未満)

技師（Ａ） 人
滞在費(30日以上60日未満)

技師（Ｂ） 人
滞在費(30日以上60日未満)

技師（Ｃ） 人
滞在費(30日以上60日未満)

技術員 人
滞在費(60日以上)

主任技術者 人
滞在費(60日以上)

技師長 人
滞在費(60日以上)

主任技師 人

明　　　細　　　書

備　　　　　　　　　　考



設計業務
旅明（設計）1-4
旅費交通費
（構　　造）
打合せ（ライトバン） 滞在地：置戸町役場　　　　　　　　　　　　　　　　打合せ場所：網走中部森林管理署
主任技師=4回
技師（Ａ）=4回
技師（Ｂ）=4回
滞在して業務を行う 片道1/2日当を計上する

明細書及び
種　　　　　　　別 数　　　　量 単位 単価表番号

ライトバン運転経費（打合せ用） 4.00 日 旅単1-3

高速道路利用料 日 旅単1-4
1/2日当
主任技師 8.00 人 4回×2日（往復）＝8日
1/2日当

技師（Ａ） 8.00 人 4回×2日（往復）＝8日
1/2日当

技師（Ｂ） 8.00 人 4回×2日（往復）＝8日
宿泊費

主任技師 4.00 人 4人
宿泊費

技師（Ａ） 4.00 人 4人
宿泊費

技師（Ｂ） 4.00 人 4人

計
（打合せ旅費交通費：ライトバン）

明　　　細　　　書

備　　　　　　　　　　考



設計業務
旅明（設計）1-12
基準日額
（構　　造）
現地調査
滞在して業務を行う
往復移動日数：0.5日

明細書及び
種　　　　　　　別 数　　　　量 単位 単価表番号

主任技術者 日

技師長 日

主任技師 0.50 日

技師（Ａ） 0.50 日

技師（Ｂ） 0.50 日

技師（Ｃ） 0.50 日

技術員 日

計
（現地調査基準日額）

備　　　　　　　　　　考

明　　　細　　　書



設計業務
旅明（設計）1-13
基準日額
（構　　造）
打合せ（ライトバン） 滞在地：置戸町役場　　　　　　　　　　　　　　　　打合せ場所：網走中部森林管理署
滞在して業務を行う
往復移動日数：1日

明細書及び
種　　　　　　　別 数　　　　量 単位 単価表番号

主任技師 4.00 日 4 回× 1 日

技師（Ａ） 4.00 日 4 回× 1 日

技師（Ｂ） 4.00 日 4 回× 1 日

計
（打合せ基準日額：ライトバン）

明　　　細　　　書

備　　　　　　　　　　考



測量業務
旅明（測量）1-1
旅費交通費
（構　　造）
現地調査 最大編成人員数 最大編成人員数
測量主任技師=0日 0人 整備士=0日 0人
測量技師=2日 1人 撮影士=0日 0人
測量技師補=2日 1人
滞在して業務を行う 計上しない（移動日数が0.5日未満で昼食を要しない）

明細書及び
種　　　　　　　別 数　　　　量 単位 単価表番号

ライトバン運転経費（外業用） 2.00 日 旅単1-1

高速道路利用料 日 旅単1-2
1/2日当

測量主任技師 人
1/2日当
測量技師 人
1/2日当

測量技師補 人
1/2日当
測量助手 人
1/2日当

測量補助員 人
1/2日当
操縦士 人
1/2日当
整備士 人
1/2日当
撮影士 人
宿泊費

測量主任技師 人
宿泊費

測量技師 1.00 人
宿泊費

測量技師補 1.00 人
宿泊費

測量助手 2.00 人
宿泊費

測量補助員 6.00 人
宿泊費
操縦士 人
宿泊費
整備士 人

明　　　細　　　書

備　　　　　　　　　　考



測量業務
旅明（測量）1-2
旅費交通費
（構　　造）
現地調査 最大編成人員数 最大編成人員数
測量主任技師=0日 0人 整備士=0日 0人
測量技師=2日 1人 撮影士=0日 0人
測量技師補=2日 1人
滞在して業務を行う 計上しない（移動日数が0.5日未満で昼食を要しない）

明細書及び
種　　　　　　　別 数　　　　量 単位 単価表番号

宿泊費
撮影士 人

滞在費(30日未満)
測量主任技師 人

滞在費(30日未満)
測量技師 1.00 人 1日

滞在費(30日未満)
測量技師補 1.00 人 1日

滞在費(30日未満)
測量助手 2.00 人 1日+1日

滞在費(30日未満)
測量補助員 3.00 人 1日+1日+1日

滞在費(30日未満)
操縦士 人

滞在費(30日未満)
整備士 人

滞在費(30日未満)
撮影士 人

滞在費(30日以上60日未満)
測量主任技師 人

滞在費(30日以上60日未満)
測量技師 人

滞在費(30日以上60日未満)
測量技師補 人

滞在費(30日以上60日未満)
測量助手 人

滞在費(30日以上60日未満)
測量補助員 人

滞在費(30日以上60日未満)
操縦士 人

滞在費(30日以上60日未満)
整備士 人

明　　　細　　　書

備　　　　　　　　　　考



測量業務
旅明（測量）1-12
基準日額
（構　　造）
現地調査
滞在して業務を行う
往復移動日数：0.5日

明細書及び
種　　　　　　　別 数　　　　量 単位 単価表番号

測量主任技師 日 人× 0.5

測量技師 0.50 日 1 人× 0.5

測量技師補 0.50 日 1 人× 0.5

測量助手 1.00 日 2 人× 0.5

測量補助員 3.00 日 6 人× 0.5

操縦士 日 人× 0.5

整備士 日 人× 0.5

撮影士 日 人× 0.5

計
（現地調査基準日額）

明　　　細　　　書

備　　　　　　　　　　考



１．業　 務 　名

２．業 務 場 所

No.

1

2

3

4

5

３．資材単価損料等

４．資　料　等

白滝の沢治山工事実施測量及び設計業務業務に係る入札公告等については、北海道森林管理局

ホームページのとおりですが、その他の資料については、下記の場所にて閲覧願います。

　　１）網走中部森林管理署

　①治山林道必携　積算・施工編（上巻・下巻）

　②治山林道必携　調査・測量・設計編

　なお、競争参加資格確認申請書、品質証明書、技術提案書（総合評価落札方式）の各様式及び

　入札者注意書、現場説明書（契約保証関係）、国有林野事業業務請負契約約款、森林整備保全

　事業調査、測量、設計及び計画業務標準仕様書及び特別仕様書、北海道森林管理局治山技術

　基準解説（運用）、北海道森林管理局治山事業設計指針、履行確実性審査・評価資料、森林整

　備保全事業の調査、測量、設計及び計画業務に係る積算要領、森林整備保全事業調査、測量、

　設計及び計画業務の事務に関する様式については、北海道局ホームページ（ホーム＞公売・入

　札情報＞に掲載しています。

　　２）電子入札ダウンロードシステム

　①現地写真

５．貸   与   品

６．その他の事項

　　1)契約保証については、別添「契約の保証について」を参照すること。

    2) 国有林野事業業務請負契約約款の条項に示された仕様書は、森林整備保全事業調査、測

　　　　量、設計及び計画業務標準仕様書及び森林整備保全事業調査、測量、設計及び計画業務

　　　　特別仕様書とし、これらに該当のないものは特記仕様書として契約書に添付するものとする。

     3) 森林調査簿その他必要な帳簿等については、網走中部森林管理署において閲覧できるものとする。

    4) 火気の取扱については十分注意し、山火事防止に万全を期すこと。

該当なし

業務現場説明書

白滝の沢治山工事実施測量及び設計業務

北海道常呂郡置戸町字常元

網走中部森林管理署　36・37林班

箇所名 林班 渓流延長または山腹面積 備　　　　　考

白滝の沢 36・37 渓流延長　600m 治山ダム（遮水型）実施設計２基

名　　　　称 規格・寸法 備　　　　　考

ライトバン時間損料 排気量1,500㏄
令和６年度建設機械損料算定表
（豪雪地域補正：北海道地域）

ガソリン レギュラー 刊行物単価：令和７年４月　札幌地区



    5) 入林届については、国有林野管理規程細則第82条1項3に基づき提出は不要とする。

　　　　なお、無人航空機を飛行させる場合は、森林整備保全事業調査、測量、設計及び計画業務特

　　　　別仕様書第７条により、必要な手続きを行うこと。

    6) 関係法規がある場合はこれを遵守すること。

    7) その他、細部については監督職員の指示によるものとする。

　　8) 情報共有システム活用業務については、「北海道森林管理局森林整備保全事業調査、測量、設

　　　計及び計画業務特別仕様書第11条　森林整備保全事業の調査、測量、設計及び計画業務にお

　　　ける受発注者間の情報共有システム実施要領」のとおりとする。

　　9) 地質調査業務標準仕様書1118条に基づく、「別途定める検定に関する技術を有する第三者機関」

及び「発注者が指定する地盤情報データベース」については、「国土地盤情報センター」及び「国

土地盤情報データベース」とする。

　なお、検定費用等については、下記リンク（一般財団法人国土地盤情報センターHP）によることと

し、一括計上価格（諸経費率算定対象外）に計上する。

URL：https://ngic.or.jp/

　　10) 本業務の技術者日額については、令和７年３月１日改定の技術者基準日額を使用している。

    11) 調査等の実施については技術提案書（別記様式5～6）に記載の計画に従い実施すること。





別 添 

 

○契約の保証について 

 

（１）落札者は、業務請負契約書案の提出とともに、以下アからオまでのいずれかの 

  書類を提出しなければならない。   

  ア 契約保証金に係る保管金領収証書及び保管金提出書 

  ［注］（ア）保管金領収証書は、「（保管金取扱店名を記載すること。）」に契約保

      証金の金額に相当する金額の金銭を払い込んで、交付を受けること。 

        （イ）保管金領収証書の宛名の欄には、「（歳入歳出外現金出納官吏 官職 

      氏名を記載すること。）」と記載するように申し込むこと。 

        （ウ）請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱いにつ

      いては、契約担当官等の指示に従うこと。 

        （エ）受注者の責に記すべき事由により契約が解除されたときは、契約保証金

      は、会計法第２９条の１０の規定により国庫に帰属する。なお、違約金の

      金額が契約保証金の金額を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。

        （オ）受注者は、業務完成後、請負代金額の支払請求書の提出とともに保管金

      の払渡しを求める旨の保管金払渡請求書を提出すること。 

  イ  契約保証金に代わる担保としての有価証券（利付国債に限る。）に係る政府保管

  有価証券払込済通知書及び政府保管有価証券提出書 

 ［注］（ア）政府保管有価証券払込済通知書は、「（保管有価証券取扱店名を記載す

      ること。）」に契約保証金の金額に相当する金額の利付国債を払い込んで、

      交付を受けること。 

        （イ）政府保管有価証券払込済通知書の宛名の欄には、「（政府保管有価証券

      取扱主任官 官職 氏名を記載すること。）」と記載するように申し込む

      こと。 

        （ウ）請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱いにつ

      いては、契約担当官等の指示に従うこと。 

        （エ）受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されれば、保管有価証券は、

      会計法第２９条の１０の規定により国庫に帰属する。なお、違約金の金額

      が契約保証金の金額を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 

        （オ）受注者は、業務完成後、請負代金額の支払請求書の提出とともに政府保

      管有価証券払渡請求書を提出すること。 

  ウ  債務不履行時による損害金の支払を保証する金融機関等の保証に係る保証書 

  ［注］（ア）契約保証金の支払の保証ができる者は、出資の受入れ、預り金及び金利



      等の取締りに関する法律（昭和２９年法律第１９５号）に規定する金融機

      関である銀行、信託会社、保険会社、信用金庫、信用金庫連合会、労働金

      庫、労働金庫連合会、農林中央金庫、商工組合中央金庫、信用共同組合、

      農業共同組合、水産業協同組合若しくはその他の貯金の受入れを行う組合

      （以下「銀行等」という。）又は公共工事の前払金保証事業に関する法律

      （昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社（以

      下「金融機関等」と総称する。）とする。 

        （イ）保証書の宛名の欄には、「（契約担当官等 官職 氏名を記載すること。

      ）」と記載するように申し込むこと。 

        （ウ）保証債務の内容は業務請負契約書に基づく債務の不履行による損害金の

      支払であること。 

        （エ）保証上の保証に係る業務の業務名の欄には、業務請負契約書に、記載さ

      れる業務名が記載されるように申し込むこと。 

        （オ）保証金額は、契約保証金の金額以上であること。   

        （カ）保証期間は、履行期間を含むものとすること。 

    （キ）保証債務履行の請求の有効期間は、保証期間経過後６か月以上確保され

      るものとすること。 

        （ク）請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合又は履行期間

を変更する場合等の取扱いについては、契約担当官等の指示に従うこ 

（ケ）受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されれば、金融機関等から

支払われた保証金は、会計法第２９条の１０の規定により国庫に帰属する。

 なお、違約金の金額が保証金額を超過している場合は、別途、超過分を

徴収する。 

        （コ）受注者は、銀行等が保証した場合にあっては、業務完成後、契約担当官

      等から保証書（変更契約書がある場合は、変更契約書を含む。）の返還を

      受け、銀行等に返還するものとする。 

  エ 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証に係る証券 

  ［注］（ア）公共工事履行保証証券とは、保険会社が保証金額を限度として債務の履

      行を保証する保証である。 

       （イ）公共工事履行保証証券の宛名の欄には、「（契約担当官等 官職 氏名

      を記載すること。）」と記載するように申し込むこと。 

    （ウ）証券上の主契約の内容としての業務名の欄には、業務請負契約書に記載

      されるように申し込むこと。 

        （エ）保証金額は、請負代金額の１０分の１の金額以上とする。 

        （オ）保証期間は、履行期間を含むものとする。 



        （カ） 請負代金額を変更する場合又は履行期間を変更する場合の取扱いについ

ては、契約担当官等の指示に従うこと。 

        （キ）受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されれば、保険会社から支

      払われた保証金は、会計法第２９条の１０の規定により国庫に帰属する。

      なお、違約金の金額が保証金額を超過している場合は、別途、超過分を徴

      収する。 

  オ 債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約に係る証券 

  ［注］（ア）履行保証保険とは、保険会社が債務不履行時に、保険金を支払うことを

      約する保険である。 

        （イ）履行保証保険は、定額てん補方式を申し込むこと。 

        （ウ）保険証券の宛名の欄には、「（契約担当官等 官職 氏名を記載するも

      のとする。）」と記載するように申し込むこと。 

    （エ）証券上の契約の内容としての業務名の欄には、業務請負契約書に記載さ

      れるように申し込むこと。 

        （オ）保険金額は、請負代金額の１０分の１の金額以上とする。 

        （カ）保険期間は、履行期間を含むものとする。 

        （キ）請負代金額を変更する場合の取扱いについては、契約担当官等の指示に

      従うこと。 

        （ク）受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されれば、保険会社から支

      払われた保険金は、会計法第２９条の１０の規定により国庫に帰属する。

      なお、違約金の金額が保険金額を超過している場合は、別途、超過分を徴

      収する。 

 

（２）（１）のウの金融機関等の保証に係る保証書、エの公共工事履行保証証券に係る

  証券又はオの履行保証保険契約に係る証券の提出に代えて、電磁的方法（電子情報

  処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法をいう。）であっ

  て金融機関等が定め契約担当官等の認める措置を講ずることができる。この場合に

  おいて、落札者は当該保証書又は証券を提出したものとみなす。 

（３）当該措置を講ずる場合、落札者は電子証書等閲覧サービス上にアップロードされ

  た電子証書等を閲覧するために用いる契約情報及び認証情報を契約担当官等に提供

  し、契約担当官等は当該契約情報及び認証情報を用いて当該電子証書等を閲覧する。

  契約情報及び認証情報は、可能な限り電子契約システムを介して提供する。 

（４）（１）の規定にかかわらず、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５  

  号）第１００条の２第１項第１号の規定により業務請負契約書の作成を省略する 

  ことができる場合は、契約の保証を付さなくてもよいものとする。 


